
52,725,148 流動負債 46,703,676

現金及び預金 745,332 439,827

受取手形 1,909,879 7,499,294

売掛金 18,643,646 29,453,774

商品 28,045,956 109,566

仕掛品 440,355 1,025,710

前払費用 388,116 863,602

未収入金 1,816,154 940,989

預け金 9,299 1,037,002
その他 791,527 200,468

貸倒引当金 △ 65,119 1,335,779

10,408,446 38,950

2,230,355 3,700,000

建物 25,587 58,711

構築物 157,175 固定負債 5,075,437

機械装置 1,342,640 284,715

車両運搬具 285,229 4,728,573

工具器具備品 418,420 36,560

リース資産 1,301 25,589

77,347 負債合計 51,779,114

ソフトウェア 71,381

借地権・加入権等 5,965 7,492,529
その他 0 100,000

8,100,743 600,000
投資有価証券 7,705,969 400,000

関係会社株式 4,960 200,000

出資金 6,040 6,792,529
破産更生債権等 209,887 6,792,529

その他 200,920 繰越利益剰余金 6,792,529

繰延税金資産 332,197 3,861,951

貸倒引当金 △ 359,231 3,861,951

11,354,480

資産合計 63,133,595 負債及び純資産合計 63,133,595
※記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。

純資産合計

株主資本

その他

役員退職慰労引当金

その他有価証券評価差額金

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

評価・換算差額等

利益剰余金

資本剰余金
資本金

その他利益剰余金

その他資本剰余金
資本準備金

退職給付引当金

預り保証金

（ 純 資 産 の 部 ）

短期借入金
その他

預り金

契約負債

貸 借 対 照 表
（ 2025年3月31日現在 ）

（単位：千円）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

固定資産

科 目 金 額 科          目

支払手形

電子記録債務

未払費用

未払法人税等

未払金
買掛金

未払消費税等

金 額

流動資産

役員賞与引当金

賞与引当金



（単位：千円）

売上高 149,690,817

売上原価 125,227,651

売上総利益 24,463,165

販売費及び一般管理費 21,376,673

営業利益 3,086,492

営業外収益

受取利息及び配当金 172,695

その他 103,891 276,587

営業外費用

支払利息 23,560

その他 79,473 103,033

経常利益 3,260,046

特別利益

投資有価証券売却益 705,698

その他 22,769 728,467

特別損失

固定資産除却損 77,636

その他 33,199 110,835

税引前当期純利益 3,877,678

法人税、住民税及び事業税 1,431,296
法人税等調整額 58,271 1,489,567
当期純利益 2,388,110

※記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。

損 益 計 算 書
自　2024年4月 1日

至　2025年3月31日

科                         目 金                額



　　　　１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
          （１）資産の評価基準及び評価方法

　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　関係会社株式 ……… 移動平均法による原価法

　　　その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの ……… 時価法

（評価差額は全部純資産直入法・売却原価は移動平均法による原価法）

市場価格のない株式等 ………

　　　　　 　②棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　　　　　 　　　 ………    最終仕入原価法　　　商品・仕掛品 ………

          （２）固定資産の減価償却の方法
　①有形固定資産(リース資産除く) ………

　②無形固定資産 ………

　③リース資産 ……… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産     
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

          （３）引当金の計上基準
　①貸倒引当金 ………

　②賞与引当金 ………

　③役員賞与引当金 ………

　④退職給付引当金 ………

　⑤役員退職慰労引当金 ………

          （４）重要な収益の計上基準
　①新車売上 ………

　②中古車売上 ………

　③部品売上 ………

　④整備売上 ………

          （５）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項
　消費税等の会計処理　　　　
　　　　消費税及び地方消費税に係る会計処理は税抜方式にしております。

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権は個別に回収の可能性を勘案し、回収不能額を計上して
おります。

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しております。

移動平均法による原価法

個 別 注 記 表

個別原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

定率法

定額法(自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5
年)に基づく定額法)

１）退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準にしております。
２）数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数(14年) による定額法により翌事業年度より費用処理しております。
３）過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数(15年) による定額法により発生事業年度より費用処理しております。
また、当社は、確定拠出年金制度を採用しております。確定拠出年金制度
の退職給付に係る費用は、拠出時に費用として認識しております。

部品売上については、顧客からの発注に基づき、顧客に対する自動車部
品、工具、用品等（以下、「部品」といいます。）の引渡を履行義務としてお
り、部品を顧客に引き渡した時点で当該部品の支配が移転し、履行義務が
充足されるものと判断して収益を認識しております。なお、対価については、
履行義務が充足されてから概ね1ヶ月内に受領しております。

整備売上については、顧客からの依頼に基づき、顧客に対する自動車の点
検・修理、板金および塗装（以下、「整備」といいます。）の提供を履行義務と
しており、整備が完了した時点で当該整備の支配が移転し、履行義務が充
足されるものと判断して収益を認識しております。なお、対価については、履
行義務が充足されてから概ね1ヶ月内に受領しております。

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額の内、当期に負担すべき額を
計上しております。

役員賞与の支給に備えるため、支給見込額の内、当期に負担すべき額を計
上しております。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。

新車売上については、顧客からの発注に基づき、顧客に対する日野自動車
製他のトラック・バス（以下、「新車」といいます。）の引渡を履行義務としてお
りますが、新車を登録した時点において顧客に引渡可能な状態である場合
には、新車を登録した時点で当該新車の支配が移転し、履行義務が充足さ
れるものと判断して収益を認識しております。なお、対価については、履行
義務が充足されてから概ね2ヶ月以内に受領しております。

中古車売上については、顧客からの発注に基づき、顧客に対する中古車の
引渡を履行義務としており、中古車を顧客に引き渡した時点で当該中古車
の支配が移転し、履行義務が充足されるものと判断して収益を認識しており
ます。なお、対価については、履行義務が充足されてから概ね1ヶ月以内に
受領しております。



　　　　２．会計上の見積りに関する注記
　　　　　　繰延税金資産の回収可能性
　　　 　 （１）当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　繰延税金資産　　　  332,197千円

　　　　　（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　　 繰延税金資産については、将来の利益計画に基づいた課税所得が十分に確保できる事や、回収可能性が
　　 あると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を計上しています。
　　 繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件や
　　 仮定に変更が生じた場合、翌事業年度の計算書類において繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に
　　 重要な影響を与える可能性があります。

　　　　３．貸借対照表に関する注記
          （１）有形固定資産の減価償却累計額 ………
          （２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　①短期金銭債権 ………
　②短期金銭債務 ………

　　　　４．損益計算書に関する注記
          （１）関係会社との取引高

　①商品売上高 ………
　②仕入高 ………
　③販売費及び一般管理費 ………

　④営業外収益 ………
　⑤営業外費用 ………

　　　　５．株主資本等変動計算書に関する注記

           （１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
普通株式

           （２）剰余金の配当に関する事項
　①当事業年度に行った剰余金の配当に関する事項

　　　2024年6月17日開催の第14回定時株主総会において、次のとおり決議致しました。
　　　・配当金の総額 1,646,150千円
　　　・配当の原資       利益剰余金
　　　・1株当り配当額 823,075 円
　　　・基準日   2024年3月31日
　　　・効力発生日   2024年6月18日

　②当事業年度末後に行う剰余金の配当に関する事項

　　　2025年6月17日開催の第15回定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。
　　　・配当金の総額 2,388,110千円
　　　・配当の原資       利益剰余金
　　　・1株当り配当額 1,194,055 円
　　　・基準日   2025年3月31日
　　　・効力発生日   2025年6月18日

当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
2,000株 -　　株 -　　株 2,000株

28,469,753千円
1,352,483千円

5,295,753千円

23,201千円
251千円

2,993,120千円
90,412,418千円

732,757千円



　　　　６．税効果会計に関する注記
　　　　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

　　　　７．金融商品に関する注記
          （１）金融商品の状況に関する事項

          （２）金融商品の時価等に関する事項

（単位：千円）

（単位：千円）

          （３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　①時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債
（単位：千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

7,658,723 -               -               7,658,723
7,658,723 -               -               7,658,723

(注) 時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明

投資有価証券

(法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正)
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年４月１日以
後開始する連結会計年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2026年４月１日以後開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産
及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から31.52％に変更し計算しております。この変更による影
響は軽微であります。

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、
その他有価証券評価差額金であります。

当社の資金運用については短期的な預金等に限定し、親会社からの借入により資金を調達しております。なお、余
剰資金が生じる場合は同社への貸付を行っております。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理
規定等に沿ってリスク低減を図っております。なお、ほとんどすべての債権は半年以内の入金期日であります。また投
資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

2025年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の3つのレベルに分
類しております。
　レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベ
ルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

投資有価証券 7,658,723 7,658,723
貸借対照表計上額 時価 差額

-                                  

-                                  

非上場株式 47,245

資産計 7,661,539 7,661,539

区分 当事業年度

(*1) 「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「未収入金」、「支払手形」、「買掛金」、「未払金」、「未払費用」、「電子記録債務」、「短期
借入金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
(*2) 市場価格のない株式等は、投資有価証券には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
(*3)破産更生債権等は、個別に計上している貸倒引当金を控除しています。

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル
１の時価に分類しております。

　　 資産計

区分

　その他有価証券
　　株式

投資有価証券

時価

-
-
-                                  

破産更生債権等
貸倒引当金

209,887
△ 207,071

2,816

-
-

2,816



　　　　８．関連当事者との取引に関する注記
          （１）親会社

（単位：千円）

種類 会社等の名称 議決権等の被所有割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 （注１） 科 目 期末残高

当社主要販売商品である
トラック・バス及び部品・付
属品の仕入先

商品の仕入
（注２）

90,412,418

買掛金

未収入金

24,732,174

1,226,357

資金調達（注３） 借入金 3,700,000 借入金 3,700,000

当社が使用する不動産の
賃借

不動産の賃借
（注４）

2,993,120 - -

資金の回収 3,735,710

CMSによる資金の
借入利息

23,201

CMSによる資金の
受取利息

251

取引条件及び取引条件の決定方針
（注１）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
（注２）価格その他の取引条件は、日野自動車㈱より提示された価格により、価格交渉の上で決定しております。
（注３）借入金については、市場金利を勘案して提示された条件（利率等）を検討し、決定しております。
（注４）不動産の賃借料は、日野セールスサポート㈱より提示された価格により、価格交渉の上で決定しております。

          （2）兄弟会社(親会社の子会社)
（単位：千円）

種類 会社等 の名称 議決権等の被所有割合 関連当事者 との関係 取引の内容 取引金額 （注１） 科 目 期末残高

リース用車両の
販売（注２）

21,761,582

車両販売代金の
立替払い（注３）

3,199,785

取引条件及び取引条件の決定方針
（注１）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
（注２）リース用車両の販売価格その他の取引条件は、顧客に対する直接販売取引と同様に決定しております。
（注３）クレジット取引は、顧客に対する販売車両代金の立替払いであります。

（単位：千円）

種類 会社等 の名称 議決権等の被所有割合 関連当事者 との関係 取引の内容 取引金額 （注１） 科 目 期末残高

取引条件及び取引条件の決定方針
（注１）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
（注2）商品の仕入については、株式会社トランテックスより提示された価格により決定しております。

　　　　９．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報は、「１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記　（４）重要な収益の計上基準」に記載のとおりです。

　　　１０．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 5,677,240円49銭
１株当たり当期純利益 1,194,055円41銭

　　　１１．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

日野自動車㈱
被所有
間接80%

親会社の子
会社

㈱トランテックス なし
各種トラックボデー架装
に係る事業

商品の仕入 4,369,217
支払手形

買掛金

1,209,315

348,902

親会社の子
会社

MOBILOTS㈱ なし
当社販売車両の顧客に
対するリース及びクレジット
サービスの提供元

売掛金 2,518,586

0CMSによる資金の調達

被所有
直接100%

日野セールスサポート㈱親会社

預け金

親会社


